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            「長期ビジョン」骨子（案）      

※「長期ビジョン」は、人口の現状と将来の姿を示し、人口問題に関する国民の

基本認識の共有を目指すとともに、今後取り組むべき将来の方向を提示。 

 

Ⅰ．人口問題に対する基本認識 

１．「人口減少時代」の到来 

○2008 年に始まった人口減少は、今後加速度的に進む 

・一旦人口減少局面に入ると、減少スピードは加速度的に高まっていく。 

・将来推計人口（平成 24 年）によると、2060 年の総人口は 8,674 万人まで落

ち込み、2110 年には 5000 万人を切る。  

○人口減少の状況は、地域によって大きく異なる 

・今後の人口減少は、大きく三段階を経て進む。 

「第一段階」は、若年人口減少、老年人口は増加する時期（2010～2040 年）、 
「第二段階」は、老年人口が維持から微減する時期（2040～2060 年）、 
「第三段階」は、老年人口も減少していく時期（2060 年以降）。 

・東京や中核市は「第一段階」、地方は既に「第二・三段階」に入っている。 

○人口減少は地方から始まり、都市部へ広がる 

・地方の人口が減少し、地方から大都市への人材供給が枯渇すると、いずれ大

都市も衰退。 

２．「人口減少」が経済社会に与える影響 

○人口減少は、経済社会に対して大きな重荷となる 

・人口減少に伴う高齢化は経済社会の重荷（人口オーナス）となる。 

・人口減少以上に経済規模が縮小し、一人あたりの国民所得が低下するおそれ。 

○地方では、地域経済社会の維持が重大な局面を迎える 

・人口減少によって経済が「縮小スパイラル」に陥るリスクもある。 

・地方では、このまま進むと、2050 年には、現在の居住地域のうち６割以上の

地域で人口が半分以下に減少、２割の地域では無居住化すると推計。 

３．東京圏への人口の集中 

 ○東京圏には過度に人口が集中している 

・東京圏には、過度に人口が集中。集積のメリットを超えて、長時間通勤、住

宅価格の高さ、など様々なひずみや弊害が生じている。 

○このままでは東京圏への人口流入は続く可能性が高い 

・人口流入が続いているのは東京圏だけ。現在も転入は増加しており、今後も

介護・医療の需要の拡大等に伴いさらに拡大する可能性。 
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○東京圏への人口の集中が人口減少に拍車をかけている 

・若い世代が、地方から低出生率の大都市に移動することにより、日本全体と

して人口減少に拍車。 
 

Ⅱ．今後の基本的視点 

 １．人口減少問題に取組む意義 

○人口減少に対する国民の危機感は高まっている 

・世論調査結果（2014 年８月）では、９割近くが「人口減少は望ましくない」

と答え、「人口減少の歯止めに取り組んでいくべき」とする回答は７割。 

○出生率は、政策展開で変わり得る 

・出生率は、先進国においても国によって大きく異なる。 

・フランスやスウェーデンは、一旦出生率が低下しながら、子育て支援やワー

クライフバランスの実現により、出生率を回復させている。 

○人口減少対策は時間がかかるが、早ければ早いほど効果がある 

・人口減少対策を講じても、効果がでるには長い期間を要する。 

・対策が早く講じられ、出生率が早く上昇すればするほど効果は高い。出生率

回復が５年遅れるごとに、将来人口は 300 万人ずつ減少。 

２．今後の取組の基本的視点 

○人口減少に歯止めをかけるとともに、社会システムを再構築する 

・出生率の改善を図り、人口減少に歯どめをかける「積極戦略」を推進。 

・一方、一定の人口減少は避けられないので、効率的・効果的な社会システム

を再構築する「調整戦略」も推進。 

○国民の希望の実現に全力を注ぐ。 

・若い世代は、結婚への希望は高く、子どもも２人以上持ちたいと希望。 

・東京在住者の４割は、地方への移住を予定又は今後検討したいとの意向。 

・こうした国民の希望の実現に全力で取り組むべき。 

 

Ⅲ．目指すべき将来の方向 

１．「活力ある日本社会」の維持のために 

○人口減少に歯止めをかける必要がある 

・将来にわたって「活力ある日本社会」を維持するためには、人口減少に歯止

めをかける必要。  

・結婚や出産に関する国民の希望が実現すると、出生率は１．８程度に改善す

ると試算。この水準は、OECD 諸国の半数以上の国が実現しており、日本がま

ず目指すべき水準。 
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○人口減少に歯止めがかかると、50 年後１億人程度の人口が確保される 

・人口減少に歯止めをかければ、50 年後の 2060 年には総人口は１億人程度の

人口を確保。その後 2090 年頃には人口が安定していくと推計。 

○さらに、人口構造が「若返る時期」を迎える 

     ・人口減少の歯止めが実現すると、日本の高齢化率は一旦高まるが、その後年々

下がっていく「若返りの時期」を迎え、経済に好影響。 

２．地方創生が目指す、多様な日本社会の姿 

○地域資源を活かして、心豊かな生活がおくれる地域社会を実現する 

  ・地方創生が実現し、地方の人口減少に歯止めがかかるならば、地方の方が先

行して若返る。 

・豊かな地域資源を活かし、若い人材がイノベーションを起こすとともに、地

域の絆の中で人々が心豊かに生活を送る地域社会の実現を目指す。 

○一層安全・安心な東京圏を実現する 

   ・東京一極集中の是正は、東京圏の過密・人口集中を改善させ、一層安全・安

心な生活空間を実現。 

   ・国民の地方移住の希望の実現は、東京一極集中の是正にも資する。 

・東京圏は、世界に開かれた「国際都市」として発展することを推進。 

○それぞれの地域が強みを活かす、多様な日本社会の実現を目指す 

 

 

※参考として、日本の将来人口の試算結果（人口減少に歯止め 

がかかった場合）等を示す。 




